
第 14 回みどりの食料システム戦略に係る意見交換会 

（全国農業協同組合連合会（JA 全農）） 

 

日時：令和３年２月 19 日（金）12:00～13:00 

場所：オンライン開催 

参加者：別紙参照 

 

【先方コメント概要】 

・ みどりの食料システム戦略は、「生産者と消費者を安心で結ぶ

懸け橋になる」という全農グループの経営理念と合致しており、

かつ、JA グループの事業施策と密接に関わる。JA 全農として

も、積極的に戦略実現に向けて取り組んでいきたい。 

 

・  一方、こうした施策の普及のためには、生産者のみならず、食

品企業、外食・小売業者、消費者の理解と協力が必要。また、メ

ーカーや研究機関と連携した技術開発、国による予算支援・規制

改革等が重要。 

 

・  本戦略は、これまでの産業政策の転換点ともなりうるものであ

り、農林水産省と密接に連携しながら新たな日本農業の形を構築

できるよう取り組んでいきたい。 

 

・  JA 全農では、調達、生産、加工・流通、消費の各分野において

持続可能性に係る取組を行っている。 

 

・  調達面では、耕畜連携による資源循環、再生可能エネルギーの

供給・利用等を実施。 

 

・  生産面では、土壌診断に基づく適正施肥、総合的病害虫・雑草

管理による化学農薬の使用低減、農業 ICT による作業の効率化等

をすすめている。 

 

・  加工・流通面では、産地や消費地における流通拠点の整備、輸

入シェアの高い農畜産物の国産原料への切り替え等を実施。 

 

・  消費面では、廃棄する農畜産物を活用した商品開発、小売店舗



 

やレストラン、EC サイトにおける地産地消の推進等を行ってい

る。 

 

・  JA グループでは営農経済事業の収支改善が大きなテーマになっ

ている。現在、JA と共同で、営農経済事業の収支改善・機能強化

に取り組んでいる。 

 

・  農業現場ではコストの低減と品質の向上が重視されており、本

戦略との間にはギャップがある。農業者のコストアップや作業効

率の低下につながらないよう配慮いただきたい。 

 

・  コストアップを社会に理解してもらうためには、環境に配慮し

て生産された農産物の価値が認められるようになることが重要。

そのためには、デジタル技術を活用した表示や情報開示が重要で

ある。 

 

・  コスト削減にはイノベーションが重要であり、農研機構をはじ

めとする研究機関と連携して研究開発に取り組みたい。 

 

・  JA グループでは、オープンイノベーションの促進のため、ベン

チャー支援を行う「AgVentureLab（アグベンチャー・ラボ）」を

開設。ベンチャー企業と農林中金・JA 全農が協力して現場実証試

験を実施しており、そうした取組を今後もすすめていきたい。 

 

・  肥料と農薬については、施用の効率化が重要となる。本戦略で

は未利用資源の活用が挙げられているが、粒状化の方法等につい

て検討が必要。また、効率化にあたっては、農地の集約化と農家

の手が回らない部分の作業受託が大きな課題。作業受託について

は、地域における取組事例が出てきており、今後効果を検証した

い。 

 

 

（以上） 

  



 

（別紙） 
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